
 

 

令和３年度第１３回 

地域連携推進機構運営会議 議事次第 

 

 

日 時：令和４年１月４日（火）（メール送信日）～１月５日（水）（意見等期限日） 

 

【議題】  

＜審議事項＞ 資料番号 

１ 第４期中期目標・中期計画（素案）に係る年度計画（案）について 審議１ 

２ 第３期中期目標期間に係る「中期目標の達成状況報告書」（案）について 審議２ 

３ 琉球大学及び沖縄県地域振興協会との包括的連携協定に基づく実施要項について 審議３ 

 

※参考資料 

・ 地域連携推進機構運営会議 委員名簿（令和３年４月１日時点）（参考資料２） 

 



別紙様式

計画
番号

中期計画
１年目

（令和４年度）
２年目

（令和５年度）
３年目

（令和６年度）
４年目

（令和７年度）
５年目

（令和８年度）
６年目

（令和９年度）

1-1

教育委員会や学校と連携してICTを活用
した離島教育環境改善事業に取り組む
とともに、多機関連携により人材育成
プログラムを開発し、航空産業などが
求める人材の育成や、公共政策の面か
ら地域課題解決を担う「地域公共政策
士」（（一財）地域公共人材開発機構
が認証）を養成することで、島嶼地域
に固有な課題の解決に貢献する。

島嶼地域に固有な課題
解決に取り組むため、
離島教育環境改善のた
めのニーズ調査、航空
人材育成プログラム開
発のためのニーズ調査
及び新設される地域共
創研究科においてプロ
グラム体系化の検討を
実施する。

島嶼地域に固有な課題
解決に取り組むため、
離島教育環境改善、航
空人材育成プログラム
及び地域公共政策士養
成について、ニーズ調
査等に基づく教育コン
テンツやプログラムの
検討・開発を行うとと
もに、課題解決プロ
ジェクトを実施する。

島嶼地域に固有な課題
解決に取り組むため、
離島教育環境改善、航
空人材育成プログラム
及び地域公共政策士養
成について、教育コン
テンツやプログラムの
提供を行うとともに、
課題解決プロジェクト
を実施する。

島嶼地域に固有な課題
解決に取り組むため、
離島教育環境改善、航
空人材育成プログラム
及び地域公共政策士養
成について、教育コン
テンツやプログラムの
提供・更新を行うとと
もに、課題解決プロ
ジェクトを展開する。

島嶼地域に固有な課題
解決に取り組むため、
離島教育環境改善、航
空人材育成プログラム
及び地域公共政策士養
成について、教育コン
テンツやプログラムの
提供・更新を行うとと
もに、課題解決プロ
ジェクトを展開する。

島嶼地域に固有な課題解
決に取り組むため、離島
教育環境改善、航空人材
育成プログラム及び地域
公共政策士養成につい
て、ステークホルダーへ
の調査等を通してこれま
で提供した教育コンテン
ツやプログラム、課題解
決プロジェクトの成果や
課題を検証する。

1-2

地域共創及び産学官連携のプラット
フォームである琉球大学イノベーショ
ン・イニシアティブなどのネットワー
クを活用し、異分野横断的な産学官の
連携協力体制のもと、自由な議論に基
づくオープンイノベーションを推進す
ることにより、持続可能な地域社会の
構築に寄与する。

琉球大学イノベーショ
ン・イニシアティブに
登録されたプロジェク
トを評価するための評
価指標及び評価体制を
構築する。

琉球大学イノベーショ
ン・イニシアティブに
より質の高いプロジェ
クトが登録されるため
に異分野横断的な産学
官の連携協力体制あり
方について検討を行
い、必要に応じて体制
強化を図る。

琉球大学イノベーショ
ン・イニシアティブに
より質の高いプロジェ
クトが登録されるため
に異分野横断的な産学
官の連携協力体制あり
方について検討を行
い、必要に応じて体制
強化を図る。

琉球大学イノベーショ
ン・イニシアティブに
より質の高いプロジェ
クトが登録されるため
に異分野横断的な産学
官の連携協力体制あり
方について検討を行
い、必要に応じて体制
強化を図る。

琉球大学イノベーショ
ン・イニシアティブに
より質の高いプロジェ
クトが登録されるため
に異分野横断的な産学
官の連携協力体制あり
方について検討を行
い、必要に応じて体制
強化を図る。

これまで取り組んできた
プロジェクト成果を検証
しつつ、持続可能な地域
社会の構築に寄与するた
め、琉球大学イノベー
ション・イニシアティブ
のあり方についても検証
を行う。

◆作成にあたっての留意事項

①目標・戦略（計画等）については、実現までの道筋の公表が求められている。（国立大学法人ガバナンス・コードの原則1-1を参照）

②定量的又は定性的な評価指標の達成に向けた年度ごとの計画を記載すること。（毎年度に策定する年度計画と一致することが望ましい。）

第４期中期計画（案）の６年間における年度計画（案）
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

①ICTにより配信した教育コンテンツに対する教
育委員会や学校の満足度

【毎年度実施する満足度調査において、提供した
教育コンテンツに対する教育委員会や学校から
の満足度の平均を５段階評価の４以上とする。】

①離島固有の教育環境として、大学生や高校生の不
在によるロールモデルの欠落やキャリア教育のため
のコンテンツ不足、教員研修の機会の少なさや高大
連携の困難性があげられる。こうした課題に対し本学
のシーズを教育コンテンツ（通常講義、特別講義、本
学が実施するプロジェクト事業等）として配信すること
は、離島固有の教育環境の整備・改善に寄与するこ
とから、その状況を点検・評価するための指標として、
「ICTにより配信した教育コンテンツに対する教育委員
会や学校の満足度」を設定した。
なお、教育委員会や学校からの教育コンテンツに対
する満足度により、教育コンテンツ配信による地域の
課題解決への貢献に関する成果が確認できることか
ら、評価指標を達成する水準として、「毎年度実施す
る満足度調査において、提供した教育コンテンツに対
する教育委員会や学校からの満足度の平均を５段階
評価の４以上とする。」を設定した。

②多機関連携により開発した航空人材育成プロ
グラムに対する関連機関等の満足度

【毎年度実施する満足度調査において、人材育
成プログラムに対する航空産業など関連機関等
からの満足度の平均を５段階評価の４以上とす
る。】

②島嶼圏固有の地域課題として、航空人材不足があ
げられる。生活の維持・向上や観光産業の活性化の
ためには、離島航路の安定的な運航に貢献する航空
人材の養成が求められることから、その状況を点検・
評価するための指標として「多機関連携により開発し
た航空人材育成プログラムに対する関連機関等の満
足度」を設定した。
なお、航空産業など関連機関等からのプログラムに
対する満足度により、求められる航空人材が育成で
きているかを確認することができることから、評価指
標を達成する水準として、「毎年度実施する満足度調
査において、人材育成プログラムに対する航空産業
など関連機関等からの満足度の平均を５段階評価の
４以上とする。」を設定した。

①

（１）人材養成機能や研究成果を
活用して、地域の産業（農林水産
業、製造業、サービス産業等）の
生産性向上や雇用の創出、文化の
発展を牽引し、地域の課題解決の
ために、地方自治体や地域の産業
界をリードする。①

(1-1)　教育委員会や学校と連携してICTを活用
した離島教育環境改善事業に取り組むととも
に、多機関連携により人材育成プログラムを開
発し、航空産業などが求める人材の育成や、公
共政策の面から地域課題解決を担う「地域公
共政策士」（（一財）地域公共人材開発機構が
認証）を養成することで、島嶼地域に固有な課
題の解決に貢献する。

82・国立大学法人琉球大学

評価指標に関する調書

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

③「地域公共政策士」が参画する地域課題解決
プロジェクトの推進

【地域公共政策士等で構成する「沖縄地域公共
政策研究会」における地域課題解決プロジェクト
を第４期中期目標期間最終年度までに累計20件
（令和３年度９月までの実績：累計６件）以上とす
る。】

③「地域公共政策士」資格養成プログラムでは、養成
した人材（資格取得者）が実際に地域において課題解
決に取り組むことが成果（アウトカム）となる。そのた
め、「琉球大学イノベーション・イニシアティブ」の地域
共創人材バンクに登録している「沖縄地域公共政策
研究会」における取組状況を点検・評価する指標とし
て「「地域公共政策士」が参画する地域課題解決プロ
ジェクトの推進」を設定した。
なお、同研究会では、令和３年度においては６件のプ
ロジェクト研究に取り組んでいるが、継続プロジェクト
も含め、第４期中期目標期間における評価指標を達
成する水準として、「地域公共政策士等で構成する
「沖縄地域公共政策研究会」における地域課題解決
プロジェクトを第４期中期目標期間最終年度までに累
計20件（令和３年度９月までの実績：累計６件）以上と
する。」を設定した。

①琉球大学イノベーション・イニシアティブに登録
され、活動したプロジェクト数

【プロジェクトの設置総数を第４期中期目標期間
最終年度までに累計10件以上（令和２年度まで
の実績：累計４件）とする。】

①本学は、地域課題に取り組むプロジェクト活動を推
進しており、このような活動を積極的に行うプロジェク
トや研究活動について、琉球大学イノベーション・イニ
シアティブにおいて審査の上で、登録するシステムを
構築した。今後も地域の課題解決に積極的に取り組
む地域貢献大学として、プロジェクトを拡充していく必
要があることから、その状況を点検・評価するための
指標として、「琉球大学イノベーション・イニシアティブ
に登録され、活動したプロジェクト数」を設定した。
また、第４期中期目標期間中においては、さらなるプ
ロジェクト展開を推進し、イノベーション創出に向けた
取り組みを充実させることから、令和２年度までに登
録されたプロジェクト活動４件を含め、評価指標を達
成する水準として、「プロジェクトの設置総数を第４期
中期目標期間最終年度までに累計10件以上（令和２
年度までの実績：累計４件）とする。」を設定した。

(1-2)　地域共創及び産学官連携のプラット
フォームである琉球大学イノベーション・イニシ
アティブなどのネットワークを活用し、異分野横
断的な産学官の連携協力体制のもと、自由な
議論に基づくオープンイノベーションを推進する
ことにより、持続可能な地域社会の構築に寄与
する。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

②登録され、活動したプロジェクトの最終成果に
対する外部有識者が参画する評価委員会におけ
る評価結果

【第４期中期目標期間中において３件以上のプロ
ジェクトでA評価以上を達成する。】

②中期計画の「オープンイノベーションを推進すること
により、持続可能な地域社会の構築に寄与する。」を
達成するためには、イノベーション・イニシアティブに
登録されたプロジェクトが一定の成果を上げることが
必要であり、それがどのような評価を得るかということ
により、貢献度が判断できるため、その状況を点検・
評価するための指標として、「登録され、活動したプロ
ジェクトの最終成果に対する外部有識者が参画する
評価委員会における評価結果」を設定した。
なお、当該プロジェクトの最終成果について審査を行
い、当該プロジェクトの目標達成度、課題を抱える地
域（企業や地方公共団体等）の課題解決状況等を総
合的に評価を行い、良好であるA評価（SABCDの５段
階評価）以上を目指していることから、評価指標を達
成する水準として、「第４期中期目標期間中において
３件以上のプロジェクトでA評価以上を達成する。」を
設定した。

①積極的・能動的に多様な人々との協働学修を
経験した学生数

【第４期中期目標期間最終年度までに、第３期中
期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平
均（967人）から20％増加させる。】

①学外機関・地域との連携や内容にPBLを含む正課
学修に加え、留学経験、インターンシップ、学生が主
体的に取り組む正課外活動（ボランティア、プロジェク
ト等）への参加機会を増やすことによる課題探求心や
幅広い視野の養成状況について点検・評価するため
の指標として、「積極的・能動的に多様な人々との協
働学修を経験した学生数」を設定した。
また、この機会を経験した学生数が、第３期中期目標
期間（平成28年度～令和２年度）においては平均967
人であることから、正課及び正課外学修機会を増や
す取組を推進することにより、評価指標を達成する水
準として、「第４期中期目標期間最終年度までに、第３
期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平
均（967人）から20％増加させる。」を設定した。

⑥

（２）特定の専攻分野を通じて課
題を設定して探究するという基本
的な思考の枠組みを身に付けさせ
るとともに、視野を広げるために
他分野の知見にも触れることで、
幅広い教養も身に付けた人材を養
成する。（学士課程）⑥

(2-1)　「学士課程教育の質保証」を目的
として導入したカリキュラム及び実施体制
の総称であるURGCC（琉大グローバルシ
ティズン・カリキュラム）の取組を基盤と
し、企業人など多様な人々との協働による
学びの環境と留学やPBLなど積極的・能動
的な授業や学修機会の充実を図ることによ
り、幅広い教養を身に付けた人材を育成す
る。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

②幅広い教養を身に付けた21世紀型市民
（URGCCの７つの学習教育目標を身に付けた人
材※）の育成にかかる教育充実度
　※自律性、社会性、地域・国際性、コミュニケー
ション・スキル、情報リテラシー、問題解決力、専
門性

【学生及び就職先企業等への調査によりURGCC
の７つの学習教育目標の達成度を総合的に把握
できる評価指標（教育充実度）を確立（令和４年度
新規取組）し、学生調査等により毎年度評価を行
い、第４期中期目標期間最終年度までに教育充
実度を向上させる。】

②各学習教育目標の伸長に資する正課・正課外の学
修機会を増やす取組を実施することにより、URGCC
（琉大グローバルシティズン・カリキュラム）が掲げる
21世紀型市民（中教審答申「我が国の高等教育の将
来像」を参考）の育成に繋がることから、その育成状
況を点検・評価する指標として、「幅広い教養を身に
付けた21世紀型市民（URGCCの７つの学習教育目標
を身に付けた人材※）の育成にかかる教育充実度
※自律性、社会性、地域・国際性、コミュニケーショ
ン・スキル、情報リテラシー、問題解決力、専門性」を
設定した。
また、21世紀型市民の育成状況について、学生調査
により協働学修の機会及び授業・指導の充実度を数
値化し、また、就職先企業への調査から卒業生の活
躍を７つの学習教育目標から数値化することにより、
多面的に評価することで育成状況を測定し、教育充
実度を漸次向上させるための水準として、「学生及び
就職先企業等への調査によりURGCCの７つの学習
教育目標の達成度を総合的に把握できる評価指標
（教育充実度）を確立（令和４年度新規取組）し、学生
調査等により毎年度評価を行い、第４期中期目標期
間最終年度までに教育充実度を向上させる。」を設定
した。

①学生調査に基づく副専攻の教育充実度

【毎年度実施する副専攻修了者に対する学生調
査により総合的に把握できる評価指標（教育充実
度）を確立（令和４年度新規取組）し、第４期中期
目標期間最終年度までに教育充実度を向上させ
る。】

①必要に応じカリキュラムの見直しや新たなニーズに
応えるため、新設改廃等も含む副専攻の再編成をグ
ローバル教育支援機構のマネジメントのもとで着実に
実現させることにより、複眼的な思考力、統合的な理
解力を学生が認識できているかどうかを学生調査の
学際的な学習の機会の程度、授業の充実度や満足
度で判断するための指標として、「学生調査に基づく
副専攻の教育充実度」を設定した。
また、副専攻の実質化を推進することにより、副専攻
を履修した学生の満足度を向上させることができるこ
とから、評価指標を達成する水準として、「毎年度実
施する副専攻修了者に対する学生調査により総合的
に把握できる評価指標（教育充実度）を確立（令和４
年度新規取組）し、第４期中期目標期間最終年度ま
でに教育充実度を向上させる。」を設定した。

(2-2)　複眼的な思考力や統合的な理解力
を身に付けることを目的とした副専攻の再
編成を行うとともに、社会変化による新た
なニーズへの対応と持続可能な社会の発展
に寄与する人材の育成に向け、学際的又は
文理融合型や課題探求型をテーマとした教
育カリキュラムの提供を行う。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

②学際的又は文理融合型や課題探究型をテーマ
とするカリキュラムのうち、特にSDGsや数理・
データサイエンスに関連する目標が設定された科
目数

【新たにSDGｓや数理データサイエンスに関連す
る目標が設定された科目を提供（令和４年度新規
取組）し、第４期中期目標期間を通じて該当科目
数を増加させる。】

②学際的テーマ又は文理融合型の授業科目の代表
として、現在進行中の社会変化に寄与するSDGsの各
目標の観点や数理・データサイエンス教育に求めら
れる観点等を踏まえた内容の授業科目の編成状況を
点検・評価するための指標として、「学際的又は文理
融合型や課題探究型をテーマとするカリキュラムのう
ち、特にSDGsや数理・データサイエンスに関連する目
標が設定された科目数」を設定した。
また、第４期中期目標期間を通じて関連科目を漸次
増加させることにより、評価指標を達成する水準とし
て、「新たにSDGｓや数理データサイエンスに関連する
目標が設定された科目を提供（令和４年度新規取組）
し、第４期中期目標期間を通じて該当科目数を増加さ
せる。」を設定した。

①アクティブラーニングを取り入れた授業科目提
供数

【アクティブラーニングを取り入れた授業科目を医
学科においては第４期中期目標期間最終年度ま
でに12コマ増やす（令和３年度総コマ数：106コ
マ）。保健学科においては第４期中期目標期間最
終年度までに総科目数に占める割合を90％以上
（令和３年度実績：85.2％）へ増加させる。】

①医療系人材としての資質・能力を高めるため、ま
た、分野別認証評価などでも推奨されているアクティ
ブラーニングを積極的に導入・実施することによる教
育内容の充実を図る必要があることから、その状況を
点検・評価するための指標として、「アクティブラーニ
ングを取り入れた授業科目提供数」を設定した。
また、医学科においては、現在アクティブラーニングと
して、既に、１年次シミュレーション演習：24コマ、４年
次TBLチュートリアル：30コマ、４年次社会医学演習
（公衆衛生）：19コマ、４年次病理総合学習：33コマの
計106コマを提供しており、保健学科においては、アク
ティブラーニング記入科目162/全体科目数190を提供
している。さらに充実させるため、評価指標を達成す
る水準として、「アクティブラーニングを取り入れた授
業科目を医学科においては第４期中期目標期間最終
年度までに12コマ増やす（令和３年度総コマ数：106コ
マ）。保健学科においては第４期中期目標期間最終
年度までに総科目数に占める割合を90％以上（令和
３年度実績：85.2％）へ増加させる。」を設定した。

②地域の課題に関連した授業科目数（保健学科）

【第４期中期目標期間最終年度までに３科目（令
和３年度実績：２科目）増加させる。】

②地域の課題に関連した授業科目を増やすことで、
地域包括ケアへの理解を深め、必要な知識・技術の
修得を促進することに繋がることから、その状況を点
検・評価するための指標として「地域の課題に関連し
た授業科目数（保健学科）」を設定した。
また、地域の課題に関連した授業科目数の第３期中
期目標期間（平成28年度～令和２年度）における年
平均科目数が２であることから、評価指標を達成する
水準として、「第４期中期目標期間最終年度までに３
科目（令和３年度実績：２科目）増加させる。」を設定し
た。

⑩
(3-1)　カリキュラムの充実や教育評価に係る
フィードバックを通して教育内容の改善を行うこ
とで、沖縄県の健康・保健・医療分野の発展に
貢献できる医療系人材の育成を進める。

（３）医師や学校教員など、特定
の職業に就く人材養成を目的とし
た課程において、当該職業分野で
必要とされる資質・能力を意識
し、教育課程を高度化すること
で、当該職業分野を先導し、中核
となって活躍できる人材を養成す
る。⑩
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

③臨床実習後OSCE（客観的臨床能力試験）にお
ける概略評価（医学科）

【第４期中期目標期間内における概略評価の平
均評点を4.5（令和２年度実績：4.2）とする。】

③臨床実習後OSCEの評価項目の一つである概略評
価は、卒業前の実技と態度評価を総括的に評価する
ものであり、卒業時点での臨床能力の高さを示すとい
う教育成果の到達指標であることから、その状況を点
検・評価するための指標として、「臨床実習後OSCE
（客観的臨床能力試験）における概略評価（医学科）」
を設定した。
また、評点４（合格）は卒後臨床研修の開始時点で期
待されるレベル、評点５（良い）は卒後臨床研修の中
間時点で期待されるレベルであり、臨床実習の充実
を図ることにより、評価指標を達成する水準として、
「第４期中期目標期間内における概略評価の平均評
点を4.5（令和２年度実績：4.2）とする。」を設定した。

④卒業後１年目に沖縄県内で、急性期医療、高
度医療及び地域包括ケアを実施している病院に
勤務する医師、看護師（保健師・助産師を含む）
及び臨床検査技師の割合

【第４期中期目標期間中において、医学科卒業生
のうち、県内病院に勤務する医師の割合を年平
均58％以上（令和２年度実績：58％）に維持する。
また、保健学科卒業生のうち県内病院に勤務す
る看護師の割合を年平均60％以上（令和２年度
実績：50％）、臨床検査技師の割合を年平均30％
以上（令和２年度実績：20％）とする。】

④卒業生の沖縄県内医療機関での勤務率を把握す
ることにより、本学が育成した医療系人材が、地域医
療に貢献できているかどうかを判断することが可能で
あることから、その状況を点検・評価するための指標
として、「卒業後１年目に沖縄県内で、急性期医療、
高度医療及び地域包括ケアを実施している病院に勤
務する医師、看護師（保健師・助産師を含む）及び臨
床検査技師の割合」を設定した。
また、医学科においては、令和２年度卒業生の県内
病院への研修が58％であり、保健学科の卒業生のう
ち、高度医療、地域包括ケアを実施する病院に勤務
するのは看護師50％、臨床検査技師20％である。学
生指導等を通じて、それぞれの数値を上げることを目
指すため、指標を達成する水準として、「第４期中期
目標期間中において、医学科卒業生のうち、県内病
院に勤務する医師の割合を年平均58％以上（令和２
年度実績：58％）に維持する。また、保健学科卒業生
のうち県内病院に勤務する看護師の割合を年平均
60％以上（令和２年度実績：50％）、臨床検査技師の
割合を年平均30％以上（令和２年度実績：20％）とす
る。」を設定した。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①教科教育における小・中学校の９年間を見通し
た学びを意識した授業科目の提供

【令和５年度入学生から小学校向け「教科指導
法」と中学校向け「教科指導法（のうちの１科目）」
を共通開設し、その科目を通して学生が９年間を
見通した教科の学びを把握できたかを、第４期中
期目標期間内に学生調査等により検証する。】

本計画の根拠とした令和３年１月26日中央教育審議
会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指し
て」に掲げられた「９年間を見通した新時代の義務教
育の在り方について」及び「幼児教育の質の向上につ
いて」に対する教員養成学部としての貢献を行うもの
である。

①９年間を見通した新時代の義務教育に対応する教
員養成の高度化を行ったかを点検するための評価指
標として、「教科教育における小・中学校の９年間を見
通した学びを意識した授業科目の提供」を設定した。
その評価指標を達成する水準として、「令和５年度入
学生から小学校向け「教科指導法」と中学校向け「教
科指導法（のうちの１科目）」を共通開設し、その科目
を通して学生が９年間を見通した教科の学びを把握
できたかを、第４期中期目標期間内に学生調査等に
より検証する。」することを掲げ、その実施状況を学生
調査等により検証することとした。

②小・中学校又は幼稚園・小学校の二枚免許を
取得するための履修モデルの構築

【令和４年度に教科ごとに二枚免許を取得するた
めの履修モデルを構築し、令和５年度入学の教
科教育専攻の学生から適用する。】

②①と同様に９年間を見通した新時代の義務教育に
対応する教員養成の高度化を行うこと、および小学校
低学年にスムーズに接続するため幼児教育の充実に
も対応することの２点を点検するための評価指標とし
て、「小・中学校又は幼稚園・小学校の二枚免許を取
得するための履修モデルの構築」を設定した。
その評価指標を達成する水準として、「令和４年度に
教科ごとに二枚免許を取得するための履修モデルを
構築し、令和５年度入学の教科教育専攻の学生から
適用する。」を掲げ、その効果を第４期中期目標期間
最終年度の二枚免許取得状況により検証することと
した。

③卒業生あたりの教員免許状取得枚数

【第４期中期目標期間最終年度において、一人あ
たりの教員免許状取得枚数を2.2枚以上（平成29
年度から令和元年度の実績：平均2.05枚）とす
る。】

③①と同様に９年間を見通した新時代の義務教育に
対応する教員養成の高度化を行ったかを点検するた
めの評価指標として、「卒業生あたりの教員免許状取
得枚数」を設定した。
その評価指標を達成する水準として、「第４期中期目
標期間最終年度において、一人あたりの教員免許状
取得枚数を2.2枚以上（平成29年度から令和元年度
の実績：平均2.05枚）とする。」ことを掲げ、その達成
状況を第４期中期目標期間最終年度の二枚免許取
得状況により検証することとした。

(3-2)　「令和の日本型学校教育」の構築に向
け、９年間を見通した新時代の義務教育に対
応する教員養成課程の高度化を行うため、小・
中学校の両教員免許状が取得できる履修モデ
ルを構築するとともに、沖縄県の地域性や県特
有の教育課題を踏まえて幼児教育から小学校
教育への円滑な接続を推進するため、幼稚園・
小学校の両免許状を取得できる履修モデルを
構築する。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①対面又はICTを活用した異文化理解等に資す
る正課内外の教育プログラムの件数

【第４期中期目標期間中における年平均教育プロ
グラム件数を第３期中期目標期間（平成28年度
～令和２年度）の年平均件数（23.6件）から20％
増加させる。】

①「対面又はICTを活用した多様な学修機会の提供」
の実施状況を点検・評価するための指標として、「対
面又はICTを活用した異文化理解等に資する正課内
外の教育プログラムの件数」を設定した。
また、取組の強化等を踏まえて、評価指標を達成する
水準として、「第４期中期目標期間中における年平均
教育プログラム件数を第３期中期目標期間（平成28
年度～令和２年度）の年平均件数（23.6件）から20％
増加させる。」を設定した。

②アジアや島嶼地域との交流件数

【第４期中期目標期間中における年平均学生交
流件数を第３期中期目標期間（平成28年度～令
和２年度）の年平均件数（12.4件）から20％増加さ
せる。】

②沖縄と類似性のあるアジアや島嶼地域との異文化
交流機会を拡充することにより、グローバルな視点に
よる課題解決の力を育成するため、その状況を点検・
評価するための指標として、「アジアや島嶼地域との
交流件数」を設定した。
また、第３期中期目標期間（平成28年度～令和２年
度）の年平均が12.4件であり、さらに交流を推進する
ことを踏まえて、評価指標を達成する水準として、「第
４期中期目標期間中における年平均学生交流件数を
第３期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年
平均件数（12.4件）から20％増加させる。」を設定し
た。

③一定の国際指向性の水準に達した参加者の割
合

【第４期中期目標期間の２年目から最終年度（令
和５年度～令和９年度）において、国際交流プロ
グラム等の効果を留学等の学習効果を客観的に
分析するためのツールであるBEVI (Beliefs,
Events, and Values Inventory)受検者のうち50％
以上（令和４年度新規取組）の学生が、国際指向
性の値で60以上を獲得する。】

③「グローバルな視点で課題解決ができる人材の育
成」について、国際交流プログラムに参加した学生の
国際指向性の値で確認することができるため、その状
況を点検・評価するための評価指標として、「一定の
国際指向性の水準に達した参加者の割合」を設定し
た。
また、BEVIで示される国際指向性の標準値が50パー
センタイルであり、各プログラムの取組を強化すること
を踏まえて、評価指標を達成する水準として、「第４期
中期目標期間の２年目から最終年度（令和５年度～
令和９年度）において、国際交流プログラム等の効果
を留学等の学習効果を客観的に分析するためのツー
ルであるBEVI (Beliefs, Events, and Values Inventory)
受検者のうち50％以上（令和４年度新規取組）の学生
が、国際指向性の値で60以上を獲得する。」を設定し
た。

⑫

（４）学生の海外派遣の拡大や、
優秀な留学生の獲得と卒業・修了
後のネットワーク化、海外の大学
と連携した国際的な教育プログラ
ムの提供等により、異なる価値観
に触れ、国際感覚を持った人材を
養成する。⑫

(4-1)　アジアや島嶼地域ならではの特性や課
題を認識しグローバルな視点で課題解決がで
きる人材を育成するため、対面による交流に加
えICTを活用した多様な学修の機会を提供する
ことにより、異文化交流機会を拡充する。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

(4-2)　海外沖縄県人会等ネットワークとの連携
に基づき、日本語や琉球芸能などのニーズの
高い教育コンテンツの制作や配信等の取組に
より、本学学生と県人会等との双方向の交流を
促進する。また、日本人学生の海外派遣や留
学生の受入拡大に向けて、海外在住の卒業生
（留学生含む）を活用した国際交流を推進す
る。

教育コンテンツ（日本語、三線、空手、舞踊など）
の配信や海外在住の本学卒業生等を活用した国
際交流件数

【第４期中期目標期間中において、年平均５件以
上（令和４年度新規取組）の国際交流を実施す
る。】

①海外沖縄県人会等ネットワークとの連携に基づい
た教育コンテンツの制作・配信及び海外に在住してい
る本学卒業生等を活用した国際交流の推進の状況を
点検・評価するための指標として、「教育コンテンツ
（日本語、三線、空手、舞踊など）の配信や海外在住
の本学卒業生等を活用した国際交流件数」を設定し
た。
また、本計画は新たな取組であることから、これまで
本学が取り組んできた実績等を踏まえて、評価指標
を達成する水準として、「第４期中期目標期間中にお
いて、年平均５件以上（令和４年度新規取組）の国際
交流を実施する。」を設定した。

①特色ある研究への学内資源による研究支援の
質的量的な拡充

【URA等の専門的知見を活かした個別支援やアド
バイザー制度及び学内競争的資金の取組を強化
し、アドバイザー制度利用件数については、第３
期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の
年平均件数（20件）よりも増加させ、URA個別支
援利用件数については、第３期中期目標期間（平
成28年度～令和２年度）の年平均件数（28件）よ
り増加させる。】

①限られた学内資源によって将来性のある研究を育
てていくことにより、それらが外部資金の獲得に繋が
り、特色研究分野の発展へと続くことから、学内競争
的資金などの予算的な支援とURA等による人的な支
援を含めた研究支援の状況を点検・評価するための
指標として、「特色ある研究への学内資源による研究
支援の質的量的な拡充」を設定した。
また、URA等の専門的知見を活かした個別支援やア
ドバイザー制度（科研費獲得支援）の取組を強化する
ことで、知の拠点としての研究活動基盤の強化に繋
がることから、評価指標を達成する水準として、「URA
等の専門的知見を活かした個別支援やアドバイザー
制度及び学内競争的資金の取組を強化し、アドバイ
ザー制度利用件数については、第３期中期目標期間
（平成28年度～令和２年度）の年平均件数（20件）より
も増加させ、URA個別支援利用件数については、第３
期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平
均件数（28件）より増加させる。」を設定した。

(5)　亜熱帯域に位置する島嶼であり、固有か
つ多様な自然、歴史、文化を持つ沖縄の地域
特性に根ざした特徴的な学術的課題を解決す
る研究を学長のリーダーシップのもとで支援し
推進するとともに、多様な基礎研究を展開す
る。

（５）真理の探究、基本原理の解
明や新たな発見を目指した基礎研
究と個々の研究者の内在的動機に
基づいて行われる学術研究の卓越
性と多様性を強化する。併せて、
時代の変化に依らず、継承・発展
すべき学問分野に対して必要な資
源を確保する。⑭
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

②熱帯・亜熱帯、島嶼・海洋、琉球・沖縄文化、健
康・長寿・国際感染症等の地域特性に根差した特
色ある分野の論文数（Web of Science）

【第４期中期目標期間中における特色分野の年
平均論文数を第３期中期目標期間（平成28年度
～令和２年度）の年平均（170報）より増加させ
る。】

②地域特性に根差した特色分野の研究論文の発表
は、地域の学術的課題解決に大きく資するものであ
り、特色分野の論文により、本学の特色と強みを示す
ことができることから、その状況を点検・評価するため
の指標として、「熱帯・亜熱帯、島嶼・海洋、琉球・沖
縄文化、健康・長寿・国際感染症等の地域特性に根
差した特色ある分野の論文数（Web of Science）」を設
定した。
また、沖縄の地域特性に根ざした特徴的な学術的課
題を解決する研究の推進により、特色ある分野の論
文数は、第３期中期目標期間における年平均論文数
（170）よりも増加が十分に見込まれるものであること
から、評価指標を達成する水準として、「第４期中期
目標期間中における特色分野の年平均論文数を第３
期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平
均（170報）より増加させる。」を設定した。

③研究分野の数（Web of Science）

【第４期中期目標期間中における年平均研究分
野数を第３期中期目標期間（平成28年度～令和
２年度）の年平均（145分野）より増加させる。】

③多様化・複雑化する課題に対応するため、「研究分
野数を維持」することは、課題解決の可能性を広げる
ものであることから、その状況を点検・評価するため
の指標として、「研究分野の数（Web of Science）」を
設定した。
また、Web of Science研究分野は最大250分野あり、
第３期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の平
均値が145と全体の約６割程度を占めていることか
ら、評価指標を達成する水準として、「第４期中期目
標期間中における年平均研究分野数を第３期中期目
標期間（平成28年度～令和２年度）の年平均（145分
野）より増加させる。」を設定した。

①民間企業等との組織的な連携強化

【第４期中期目標期間における民間企業等との連
携協定締結数及び連携協定に基づく研究資金の
受入件数を第３期中期目標期間の実績より増加
させる。】

①学長のリーダーシップのもと、県内外民間企業等と
連携協定を締結することにより、「組織」対「組織」の
産学官連携を推進し、共同研究・受託研究等の受入
れに繋がり、ひいては本学が立地する沖縄の社会課
題の解決へ繋がることが期待されることから、その状
況を点検・評価する指標として、「民間企業等との組
織的な連携強化」を設定した。
また、民間企業等との「組織」対「組織」の連携協定等
の締結により、地域課題の解決に向けた研究が推進
できることから、評価指標を達成する水準として、「第
４期中期目標期間における民間企業等との連携協定
締結数及び連携協定に基づく研究資金の受入件数
を、第３期中期目標期間の実績より増加させる。」を
設定した。

⑭

（６）地域から地球規模に至る社
会課題を解決し、より良い社会の
実現に寄与するため、研究により
得られた科学的理論や基礎的知見
の現実社会での実践に向けた研究
開発を進め、社会変革につながる
イノベーションの創出を目指す。
⑮

(6) 　亜熱帯地域の島嶼である沖縄県が直面
する独特な歴史・文化の継承、防災や産業的
自立などの社会課題に対して、組織的な産学
官金連携を軸にそれらの課題の解決に向けた
研究を展開するとともに、その社会実装を推進
する。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

②民間企業等との共同研究実施件数

【第４期中期目標期間における年平均共同研究
実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均実施件数（129件）より増加
させる。】

②県内外民間企業等との共同研究等を通じて産学官
連携を推進することにより、沖縄が直面する社会課題
の解決に資することから、その状況を点検・評価する
ための指標として、「民間企業等との共同研究実施件
数」を設定した。
また、沖縄が直面する社会課題の解決には、民間企
業等との共同研究の増加は不可欠なものであり、連
携を拡充することにより、第３期中期目標期間（平成
28年度～令和２年度）の平均件数129件よりも増加が
可能であることから、評価指標を達成する水準とし
て、「第４期中期目標期間における年平均共同研究
実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～令和
２年度）の年平均実施件数（129件）より増加させる。」
を設定した。

③民間企業等との受託研究実施件数

【第４期中期目標期間における年平均受託研究
実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均実施件数（180件）より増加
させる。】

③県内外民間企業等との受託研究等を通じて産学官
連携を推進することにより、沖縄が直面する社会課題
の解決に資することから、その状況を点検・評価する
ための指標として、「民間企業等との受託研究実施件
数」を設定した。
また、沖縄が直面する社会課題の解決には、民間企
業等との受託研究の増加は不可欠なものであり、取
り組みを強化することにより、「第３期中期目標期間
（平成28年度～令和２年度）の平均件数180件よりも
増加が可能であることから、評価指標を達成する水
準として、「第４期中期目標期間における年平均受託
研究実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均実施件数（180件）より増加させ
る。」を設定した。

⑮
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①医療シミュレーション教育施設（おきなわクリニ
カルシミュレーションセンター）における医療安全
を含む医療の質向上にかかる能動的研修プログ
ラム数（改訂数含む）

【第４期中期目標期間中に５件のプログラム（令
和２年度実施の全プログラム数：59件）を新たに
実施する。】

①医療安全を含む医療の質向上にかかる能動的な
研修については、本学の特色であるおきなわクリニカ
ルシミュレーションセンターにおいて積極的に実施し
ており、その実施状況を点検・評価するための指標と
して、「医療シミュレーション教育施設（おきなわクリニ
カルシミュレーションセンター）における医療安全を含
む医療の質向上にかかる能動的研修プログラム数
（改訂数含む）」を設定した。
また、同センターでは、令和２年度安全管理対策室
（琉大SimICLS、院内RRS研修、チームSTEPPS等）、
看護部（災害トリアージ研修、看護実践力研究会
等）、その他（院内ICLS研修、院内BLS研修等）などに
おける59件のプログラムにより192回の研修を実施
し、第４期中期目標期間においても継続することで、
医療の質向上を推進する医療人材の育成に繋がるた
め、評価指標を達成する水準として、「第４期中期目
標期間中に５件のプログラム（令和２年度実施の全プ
ログラム数：59件）を新たに実施する。」を設定した。

②琉球大学病院で育成した看護師特定行為研修
修了者数

【第４期中期目標期間中において年平均15名以
上（令和元年度～令和２年度の年平均実績：14
名）の看護師特定行為研修修了者を育成する。】

②質の高い医療を実施できる特定行為看護師を育成
することにより、医療の高度化及び質の向上に繋げら
れることから、その育成状況を点検・評価するための
指標として、「琉球大学病院で育成した看護師特定行
為研修修了者数」を設定した。
また、第４期中期目標期間中においても、継続して特
定行為看護師を育成することにより、さらなる質の高
い高度医療の提供が可能となることから、直近２年間
の平均である14名を基準に、評価指標を達成する水
準として、「第４期中期目標期間中において、年平均
15名以上（令和元年度から令和２年度の年平均実
績：14名）の看護師特定行為研修修了者を育成す
る。」を設定した。

③高度医療の実施件数

【第４期中期目標期間における年平均件数を第３
期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の
高難度(E難度)手術の年平均件数（152件）及び
臓器移植の年平均件数（33件）から10％増加させ
る。】

③高度医療を実践できる人材育成を行うことにより、
高度医療の実施件数の増加に繋がることから、その
状況を点検・評価する指標として、「高度医療の実施
件数」を設定した。
また、第３期中期目標期間（平成28年度～令和２年
度）における最も高い難度であるE難度（一般社団法
人外科系学会社会保険委員会連合が定義する手術
難度）の手術件数は年平均152件、臓器移植件数は
年平均33件であり、高度医療を実施できる人材を養
成することにより、難度の高い手術をさらに増やすこ
とが可能であることから、評価指標を達成する水準と
して、「第４期中期目標期間における年平均件数を第
３期中期目標期間（平成28年度から令和２年度）の高
難度（E難度）手術の年平均件数（152件）及び臓器移
植の年平均件数（33件）から10％増加させる。」を設
定した。

⑳

(7-1)　医療従事者への教育・研修を通して、医
療安全を含めた医療の質の向上を推進できる
人材、高度医療を実践できる人材、地域医療
の水準の向上に貢献できる人材を継続的に育
成する。

（７）世界の研究動向も踏まえ、
最新の知見を生かし、質の高い医
療を安全かつ安定的に提供するこ
とにより持続可能な地域医療体制
の構築に寄与するとともに、医療
分野を先導し、中核となって活躍
できる医療人を養成する。（附属
病院）⑳
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①倫理審査委員会等で審査した臨床研究の実施
承認数

【第４期中期目標期間最終年度までに実施承認
数を令和４年度の実施承認数から10％増加させ
る。】

①医師主導型臨床研究を含めた臨床研究を推進す
る人材を育成し実施体制を整えることで、医学研究の
倫理的妥当性と科学的妥当性を評価する倫理審査
委員会等で審査する実施承認数の増加に繋がること
から、その状況を点検・評価するための指標として、
「倫理審査委員会等で審査した臨床研究の実施承認
数」を設定した。
また、基準となる倫理指針が統廃合（令和３年７月～）
され、新たに「人を対象とする生命科学・医学系研究
に関する倫理指針」が施行されるため、指針統合後
の令和４年度の実施承認数を基準として位置付け、
評価指標を達成する水準として、「第４期中期目標期
間最終年度までに実施承認数を令和４年度の実施承
認数から10％増加させる。」を設定した。

②臨床研究管理部門（レギュレーション部門）に
おけるモニタリングの実施割合

【第４期中期目標期間における「モニタリング中の
課題数/（特定臨床研究実施数+医師主導治験
数）」の値を年平均１以上にする。

②質の高い臨床研究を担保するためのモニタリング
や監査は、信頼性を確保する手段であり、適切かつ
効率的なモニタリングと監査を実施し、高い専門性を
持った人材の育成と実施体制を整えることで、監査モ
ニタリングの実施率の維持に繋がることから、その状
況を点検・評価するための指標として、「臨床研究管
理部門（レギュレーション部門）におけるモニタリング
の実施割合」を設定した。
また、臨床研究の内容・計画の高度化・複雑化に伴
い、モニタリングが必要であるが、質の高い臨床研究
管理部門と人材を有する高度な施設において実施が
可能であるため、評価指標を達成する水準として、
「第４期中期目標期間における「モニタリング中の課
題数/（特定臨床研究実施数+医師主導治験数）」の
値を年平均１以上にする。」を設定した。

①ＳＤＧｓに関する本学構成員の意識度

【毎年度実施する本学構成員へのアンケート調査
におけるSDGsへの意識が高い構成員の割合（令
和２年度実績＝教職員：29％、学生：令和４年度
新規取組）を第４期中期目標期間最終年度にお
いて50％以上に増加させる。】

①SDGs意識調査を毎年度実施し、本学構成員（学生
及び教職員）のSDGｓに関する意識度を測ることによ
り、年度毎の推移等の把握と、SDGsに関連する様々
な取組の効果を検証できることから、その状況を点
検・評価するための指標として、「SDGsに関する本学
構成員の意識度」を設定した。
また、SDGｓの達成に向けて、本学構成員の当事者
意識を高めることが重要であることから、評価指標を
達成する水準として、「毎年度実施する本学構成員へ
のアンケート調査におけるSDGsへの意識が高い構成
員の割合（令和２年度実績＝教職員：29％、学生：令
和４年度新規取組）を第４期中期目標期間最終年度
において50％以上に増加させる。」を設定した。
　なお、比較する数値について、アンケート調査の意
識度に関係する設問それぞれの最も肯定的な回答を
選択した構成員の割合の平均値を適用する。

(7-2)  　臨床研究管理部門の活動を充実さ
せ、質の高い臨床研究の実施を支援すること
で、それらを推進する医師や医療人材及びそ
れをサポートする人材を継続的に育成する。

【独自】

（８）地域の人々が、島嶼という
隔てられた空間において限られた
資源を大切に活用し、持続的に生
存するために相互に支え合いつつ
培ってきた智慧、いわゆる
“Island　wisdom”を基盤とした
教育研究活動を推進するととも
に、学内外のステークホルダーと
の連携・協働による取組を強化す
ることにより、持続可能な開発目
標（SDGs）の達成に貢献する。
【独自】

（8）　沖縄そして世界が直面する経済格差の拡
大や気候変動などの課題解決に繋げるため、
SDGsの観点を取り入れた教育研究活動等を
推進するとともに、学内外の多様なステークホ
ルダーとの連携・協働を通して得られた知見と
成果を積極的に発信する。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

②ＳＤＧｓ達成に向けた学内外のステークホル
ダーとの連携・協働

【学内外のステークホルダーとのＳＤＧｓをキー
ワードとした連携・協働等の取組件数（第３期中
期目標期間中実績見込み：26件）を第４期中期目
標期間最終年度までに52件に増加させる。】

②SDGｓの達成に貢献するには、本学が培ってきた智
慧を活かすことに加え、学内外のステークホルダーと
の連携・協働が不可欠であることから、その状況を点
検・評価するための指標として、「SDGｓ達成に向けた
学内外のステークホルダーとの連携・協働」を設定し
た。
また、学内外のステークホルダーとの連携・協働を促
進することにより、課題解決の加速化が期待できるこ
とから、評価指標を達成する水準として、「学内外の
ステークホルダーとのＳＤＧｓをキーワードとした連携・
協働等の取組件数（第３期中期目標期間中実績見込
み：26件）を第４期中期目標期間最終年度までに52件
に増加させる。」を設定した。
比較する数値である第３期中期目標期間の実績値に
ついては、毎年度実施している「地域貢献活動実績
調査」で集計した取組のうち、ＳＤＧｓをキーワードとし
たものを抽出した。平成２８年度から令和２年度の実
績値は15件であり、これに令和３年度実績見込み（１
１件）を加えた26件を第３期中期目標期間中の実績
見込みとした。なお、令和３年度実績見込みは、令和
２年度実績値（７件）に第３期中期目標期間中の平均
増加率（58％）を乗じることにより算出している。

③ＳＤＧｓ推進室ウェブサイトへのアクセス数

【第４期中期目標期間における年平均アクセス数
（令和３年度実績見込み：5,400件/年）を7,700件
以上に増加させる。】

③ウェブサイトへのアクセス数の推移の把握は、発信
した成果の社会的なインパクトや情報発信力を検証
する要素となることから、その状況を点検・評価する
ための指標として、「SDGｓ推進室ウェブサイトへのア
クセス数」を設定した。
また、令和３年４月から６月のSDGs推進室ウェブサイ
トへのアクセス数は、1,346件であることから、年換算
約5,400件を令和３年度実績見込みとする。今後、取
組・成果の積極的な発信を行うことにより、アクセス数
の増加が見込まれることから、評価指標を達成する
水準として、令和３年度実績見込みを比較する数値と
し、令和９年度まで対前年度比10％増の年度毎の数
値の平均値を盛り込み「第４期中期目標期間におけ
る年平均アクセス数（令和３年度実績見込み：5,400件
/年）を7,700件以上に増加させる。」を設定した。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①経営協議会学外委員からの意見・提言への対
応

【大学運営に資する意見や提言について対応策
を検討し、第４期中期目標期間中において年に１
回以上その進捗又は成果（効果）を学内外に示
す。（令和４年度新規取組）】

①経営協議会の議論で導かれた意見・提言を取り入
れることは、戦略的な大学運営に向けて必要な取り
組みであることから、その意見・提言への対応状況を
点検・評価するための指標として「経営協議会学外委
員からの意見・提言への対応」を設定した。
また、大学運営に資する意見や提言について対応策
を検討し、その進捗又は成果（効果）を学内外に示す
ことが、外部の知見を法人経営に生かすための仕組
みとなり得ることから、評価指標を達成する水準とし
て、「大学運営に資する意見や提言について対応策
を検討し、第４期中期目標期間中において年に１回以
上その進捗又は成果（効果）を学内外に示す。（令和
４年度新規取組）」を設定した。

②本学教職員による大学運営への参加

【第４期中期目標期間を通じて、全学的に取り組
むべき課題について、専門性を持った多様な職
種の教職員に参加する機会を提供する。】

②本学の課題解決のための検討チーム等に専門的
知見を有する学内教職員を参加させることは、戦略的
な大学運営に向けて必要な取り組みであることから、
その実施状況を点検・評価するための指標として、
「本学教職員による大学運営への参加」を設定した。
また、副理事、学長補佐などの執行部に加え、当該
課題に取り組むための専門性を持った多様な職種の
教職員に参加する機会を提供することで大学運営へ
の参加を推進できることから、評価指標を達成する水
準として、「第４期中期目標期間を通じて、全学的に
取り組むべき課題について、専門性を持った多様な
職種の教職員に参加する機会を提供する。」を設定し
た。

③役員をはじめとする大学幹部を対象とした、外
部有識者による経営セミナーの実施回数

【第４期中期目標期間内において、経営セミナー
（令和４年度新規取組）を年１回以上実施する。】

③本学の幹部職員に対し、他組織（民間企業や自治
体・教育機関等）で活躍するリーダーによる研修の機
会を設けることは、外部の知見を法人経営に生かす
ために必要な取り組みであることから、その実施状況
を点検・評価するための指標として、「役員をはじめと
する大学幹部を対象とした、外部有識者による経営セ
ミナーの実施回数」を設定した。
また、第３期中期目標期間には定期的には実施して
いない取組であることから、まずは経営に関する能力
を向上させるため継続的に機会を設けるべく、評価指
標を達成する水準として、「第４期中期目標期間内に
おいて、経営セミナー（令和４年度新規取組）を年１回
以上実施する。」を設定した。

㉑

（９）内部統制機能を実質化させ
るための措置や外部の知見を法人
経営に生かすための仕組みの構
築、学内外の専門的知見を有する
者の法人経営への参画の推進等に
より、学長のリーダーシップのも
とで、強靭なガバナンス体制を構
築する。㉑

(9)　学外理事を含めた役員会での議論や、学
外委員を含めた経営協議会での議論等を踏ま
えつつ、学長のリーダーシップのもとで、学内
外の専門的知見も活用しながら、本学の基本
理念等に基づいて戦略的な大学運営を行う。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

(10-1)　既存施設の改修及び新たな施設の整
備により、教育・研究・社会貢献活動等におけ
る学内外ステークホルダーの共創の場としての
全学的共用施設（スペースを含む）を拡充す
る。

「共創の場」の拡大

【全学的なマネジメントにより、第４期中期目標期
間最終年度における全学的共用施設をはじめと
した「共創の場」の面積を令和３年５月（9,612㎡）
に比較して５割増加させる。】

大学の所有する施設を最大限活用するために、全学
的共用施設をはじめとした「共創の場」を今後進めて
いく大規模改修等に併せて積極的に配置し、これを共
同研究など学部横断的な利用やオープンラボとして
の利用に充てることとし、その活用状況を点検・評価
するための指標として「共創の場の拡大」を設定した。
また、現状の施設の利用状況や大規模改修等の整
備計画を踏まえた上で、評価指標を達成する水準とし
て「「共創の場」の面積を令和３年５月（9,612㎡）に比
較して５割増加させる。」を設定した。

(10-2)　本学が中心となり地域の教育研究の
推進を図るため、学内外に開かれた共用研究
設備体制（コアファシリティ）をデータに基づき
戦略的に整備する。

①共用研究設備、研究成果及び研究者データ
ベースを連携させた情報統括システムの構築

【情報統括システムを令和５年度までに整備し、
システム活用による共用研究設備の有効活用を
行う。】

①共用研究設備を戦略的に整備するために、共用研
究設備、研究成果及び研究者データベースを連携さ
せた情報統括システムを構築する必要があることか
ら、その状況を点検・評価するための指標として、「共
用研究設備、研究成果及び研究者データベースを連
携させた情報統括システムの構築」を設定した。
また、情報統括システムを構築することで、機器利用
に関する様々な情報を集約し、研究基盤戦略に活か
すことができることから、評価指標を達成する水準とし
て、「情報統括システムを令和５年度までに整備し、シ
ステム活用による共用研究設備の有効活用を行う。」
を設定した。

②本学が保有する共用分析機器等の学内外の
利用件数

【第４期中期目標期間における共用分析機器等
の年平均利用件数（第３期中期目標期間（平成
28年度～令和２年度）の年平均実績：5,629件）を
7,000件以上に増加させる。】

②研究者（教員）が保有する分析機器等を有効に活
用することにより、教育研究の推進を図るために機器
の共有化を推進する必要があることから、その状況を
点検・評価するための指標として、「本学が保有する
共用分析機器等の学内外の利用件数」を設定した。
また、第３期中期目標期間（平成28年度～令和２年
度）における共用分析機器等の学内外の利用件数の
年平均が5,629件であったことから、評価指標を達成
する水準として、「第４期中期目標期間における共用
分析機器等の年平均利用件数（第３期中期目標期間
（平成28年度～令和２年度）の年平均実績：5,629件）
を年平均7,000件以上に増加させる。」を設定した。

㉒

（１０）大学の機能を最大限発揮
するための基盤となる施設及び設
備について、保有資産を最大限活
用するとともに、全学的なマネジ
メントによる戦略的な整備・共用
を進め、地域・社会・世界に一層
貢献していくための機能強化を図

る。㉒
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①学内研究機器・設備を利用した受託解析実施
件数

【第４期中期目標期間における年平均受託解析
実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均実施件数（5.2件）より増加
させる。】

①学内の研究機器・設備を有効に活用することによ
り、産業界等からの受託研究を推進し、研究の活性
化に繋げることができることから、その状況を点検・評
価するための指標として、「学内研究機器・設備を利
用した受託解析実施件数」を設定した。
また、研究を支える基盤整備として学内先端機器の
共用化を進めることで組織対組織の連携強化に繋が
ることから、取組を強化することにより、第３期中期目
標期間の年平均件数5.2件よりも増加が見込めること
から、評価指標を達成する水準として、「第４期中期
目標期間における年平均受託解析実施件数を第３期
中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平均
実施件数（5.2件）より増加させる。」を設定した。

②民間企業等との共同研究実施件数（再掲）

【第４期中期目標期間における年平均共同研究
実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均実施件数（129件）より増加
させる。】

②共同研究を積極的に推進し、外部資金の受入を拡
大することにより研究活動を活性化させる必要がある
ことから、その状況を点検・評価するための指標とし
て、「民間企業等との共同研究実施件数（再掲）」を設
定した。
また、共同研究の第３期中期目標期間（平成28年度
～令和２年度）の年平均件数は、129件であることか
ら、第４期中期目標期間における評価指標を達成す
る水準として、「第４期中期目標期間における年平均
共同研究実施件数を第３期中期目標期間（平成28年
度～令和２年度）の年平均実施件数（129件）より増加
させる。」を設定した。

③民間企業等との受託研究実施件数（再掲）

【第４期中期目標期間における年平均受託研究
実施件数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均実施件数（180件）より増加
させる。】

③受託研究を積極的に推進し、外部資金の受入を拡
大することにより研究活動を活性化させる必要がある
ことから、その状況を点検・評価するための指標とし
て、「民間企業等との受託研究実施件数（再掲）」を設
定した。
また、受託研究の第３期中期目標期間（平成28年度
～令和２年度）の年平均件数は、180件であることか
ら、第４期中期目標期間における評価指標を達成す
る水準として、「第４期中期目標期間における年平均
受託研究実施件数を第３期中期目標期間（平成28年
度～令和２年度）の年平均実施件数（180件）より増加
させる。」を設定した。

㉓

(11-1)　URAやファンドレイザーの育成により、
専門人材を活用した組織対組織による産学官
金の連携強化を図るとともに、琉球大学後援財
団や琉球大学同窓会など関係機関と連携し、
外部資金の受入拡大と多様化を目指す。また、
国、県、諸財団あるいは企業からの外部資金
の受入れを拡充するとともに、クラウドファン
ディングなどの多様な資金の受入れを進める。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

④外部資金獲得の取組強化

【第４期中期目標期間内において、新たな外部資
金の受入拡大と多様な資金の受入れを進める。】

④教育研究活動等を活性化させるためには、多様な
外部資金の獲得が必須であることから、外部資金の
受入件数、受入額などの状況を点検・評価するため
の指標として、「外部資金獲得の取組強化」を設定し
た。
また、琉球大学後援財団や琉球大学同窓会など関係
機関と連携し、研究情報等の積極的な公表や企業と
のマッチング等により、新たな外部資金の受入拡大と
多様な資金の受入れを進める必要があることから、
評価指標を達成する水準として、「第４期中期目標期
間内において、新たな外部資金の受入拡大と多様な
資金の受入れを進める。」を設定した。

(11-2)　「琉球大学の中期将来ビジョン」の実現
に資する優れた教育研究活動等に対し、学長
のリーダーシップに基づき戦略的かつ重点的な
資源配分を行う。

①優れた教育研究活動等に対する適切な資源配
分

【令和４年度に「琉球大学の中期将来ビジョン」の
実現のため、教育研究活動等の活性化に繋げる
適切な予算配分方法を策定する。】

①本学が定めた「琉球大学の中期将来ビジョン」の実
現に資する優れた教育研究活動等に対し戦略的かつ
重点的に資源配分を行うとともに、当該ビジョンの達
成状況を把握する必要があることから、その状況を点
検・評価するための指標として、「優れた教育研究活
動等に対する適切な資源配分」を設定した。
また、優れた教育研究活動等への適切な資源配分に
ついて評価指標を達成する水準として「令和４年度に
「琉球大学の中期将来ビジョン」の実現のため、教育
研究活動等の活性化に繋げる適切な予算配分方法
を策定する。」を設定した。

②資源配分に関する検証・評価

【検証・評価結果を次年度以降の資源配分方法
に反映させる。】

②「琉球大学の中期将来ビジョン」の実現に資するた
め、戦略的かつ重点的に資源配分を行った取組の達
成状況を把握する必要があることから、その状況を点
検・評価するための指標として、「資源配分に関する
検証・評価」を設定した。
また、資源を有効に活用するためには、資源配分によ
る成果を検証・評価した上で、翌年度以降の適正な予
算配分に反映させる必要があることから、評価指標を
達成する水準として「検証・評価結果を次年度以降の
資源配分方法に反映させる。」を設定した。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①客観性と外部性を備えた自己点検・評価の実
施

【令和４年度に外部視点からの意見等を取り入れ
る自己点検・評価体制に見直し、これに基づき自
己点検・評価を毎年度実施する。】

①自己点検・評価の結果を外部視点からの意見等を
反映させた上で公表を行うなど、客観性と外部性をよ
り備えた体制による自己点検・評価を実施する必要
があることから、その状況を点検・評価するための指
標として、「客観性と外部性を備えた自己点検・評価
の実施」を設定した。
また、自己点検・評価体制を見直した上で、本学独自
の中期将来ビジョンに対応する取組の進捗管理を含
めて、客観性と外部性を保った自己点検・評価を毎年
度実施する必要があることから、評価指標を達成する
水準として、「令和４年度に外部視点からの意見等を
取り入れる自己点検・評価体制に見直し、これに基づ
き自己点検・評価を毎年度実施する。」を設定した。

②本学独自の指標による計画の進捗管理

【「琉球大学の中期将来ビジョン」の達成に向け
て、本学独自の指標を設定し、それに基づく計画
の進捗管理を毎年度実施する。】

②第４期中期目標期間における計画の進捗管理を行
うにあたっては、エビデンスベースによる進捗管理等
を強化するなどの必要があることから、琉球大学の中
期将来ビジョンと連携させた本学独自のKPI（重要業
績評価指標）を設定し、計画の進捗管理及びIRの分
析に活用するような手順へと見直すことにより、その
状況を点検・評価するための指標として、「本学独自
の指標による計画の進捗管理」を設定した。
また、進捗管理の手順を見直し、エビデンスベースの
戦略による法人経営の具現化に向けた進捗管理を行
う必要があることから、評価指標を達成する水準とし
て、「「琉球大学の中期将来ビジョン」の達成に向け
て、本学独自の指標を設定し、それに基づく計画の進
捗管理を毎年度実施する。」を設定した。

③自己点検・評価の結果に基づく改善及び公表

【自己点検・評価の結果に基づき策定した改善計
画の進捗を管理し、その結果を年度毎に公式
ホームページにおいて公表する。】

③第４期中期目標期間で新たに構築する客観性と外
部性を保った自己点検・評価体制及び手順におい
て、自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策定
し、その計画の進捗管理を行った上で、改善状況を公
表することが、自己点検・評価の体制や手順の有効
性の検証・改善及びステークホルダーへの積極的な
情報発信に繋がることから、その状況を点検・評価す
るための指標として、「自己点検・評価の結果に基づく
改善及び公表」を設定した。
また、客観性と外部性を保った自己点検・評価の結果
に基づいて実施する改善の進捗状況について、分か
りやすく公表することが重要であることから、評価指
標を達成する水準として、「自己点検・評価の結果に
基づき策定した改善計画の進捗を管理し、その結果
を年度毎に公式ホームページにおいて公表する。」を
設定した。

㉔

(12-1)  自己点検・評価会議、各自己点検・評
価委員会及び大学評価IRマネジメントセンター
が連携の上で、客観性と外部性を保った自己
点検・評価を毎年度実施し、その結果を分かり
やすく公表するとともに、それをエビデンスベー
スで取り入れた戦略による法人経営を具現化
していく。

（１２）外部の意見を取り入れつ
つ、客観的なデータに基づいて、
自己点検・評価の結果を可視化す
るとともに、それを用いたエビデ
ンスベースの法人経営を実現す
る。併せて、経営方針や計画、そ
の進捗状況、自己点検・評価の結
果等に留まらず、教育研究の成果
と社会発展への貢献等を含めて、
ステークホルダーに積極的に情報
発信を行うとともに、双方向の対
話等を通じて法人経営に対する理
解・支持を獲得する。㉔
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①学内外ステークホルダーとの対話等の機会の
拡充

【第４期中期目標期間内に学外有識者、報道機
関、学生、教職員などの学内外ステークホルダー
との対話等の機会を拡充し、新規開設を含む懇
談会等を年12回以上（令和２年度実績：９回）実
施する。】

大学のエンゲージメント等に係る学内外ステークホル
ダーの意識を把握し、学内外のステークホルダーとの
繋がりを強化する必要があることから、その状況を点
検・評価するための指標として、「学内外ステークホル
ダーとの対話等の機会の拡充」を設定した。
また、法人経営に対する理解・支持を得るために、学
内外の多様なステークホルダーとの対話等につい
て、機会の拡充及び実施内容を充実させる必要があ
ることから、「第４期中期目標期間内に学外有識者、
報道機関、学生、教職員などの学内外ステークホル
ダーとの対話等の機会を拡充し、新規開設を含む懇
談会等を年12回以上（令和２年度実績：９回）実施す
る。」を設定した。

②琉球大学公式ホームページ訪問者数

【第４期中期目標期間内における年平均訪問者
数を第３期中期目標期間（平成28年度～令和２
年度）の年平均訪問者数（319,168件）から20％増
加させる。】

本学が発信した情報が学内外の多様なステークホル
ダーに届いているかどうかを把握するためには、どれ
だけの訪問者があったかどうかを確認する必要があ
ることから、その状況を点検・評価するための指標と
して、「琉球大学公式ホームページ訪問者数」を設定
した。
また、公式ホームページ訪問者数について第３期中
期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平均値
が319,168件であり、また同期平均増加率が17.4％
だったことから、評価指標を達成する水準として、「第
４期中期目標期間内における年平均訪問者数を第３
期中期目標期間（平成28年度～令和２年度）の年平
均訪問者数（319,168件）から20％増加させる。」を設
定した。

③プレスリリース数

【第４期中期目標期間内における年平均プレスリ
リース数を第３期中期目標期間（平成28年度～
令和２年度）の年平均プレスリリース数（95件）か
ら10％増加させる。】

③ステークホルダーに対するマスメディアの影響は大
きく、直接的、即効的な影響を及ぼすことから、マスメ
ディアに対する情報発信力が重要であるため、その
状況を点検・評価するための指標として「プレスリリー
ス数」を設定した。
また、プレスリリース数について第３期中期目標期間
（平成28年度～令和２年度）の年平均値が95件であ
り、また同期平均増加率が7.5％だったことから、評価
指標を達成する水準として、「第４期中期目標期間内
における年平均プレスリリース数を第３期中期目標期
間（平成28年度～令和２年度）の年平均プレスリリー
ス数（95件）から10％増加させる。」を設定した。

(12-2)　「広報を共創する」を広報戦略の
基本として、学内外のステークホルダーと
の繋がりを強化するとともに、動画等コン
テンツを用いるなどにより、本学の強み・
魅力・特色などの情報を分かりやすく発信
する。
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④検証可能な評価指標 ⑤評価指標の設定理由
⑥指定国の
構想調書中

関連する指標

➀選択した
中期目標
大綱番号

②中期目標
（素案）

③中期計画
（素案）

①情報化推進体制の整備及び情報セキュリティ
対策の強化

【令和４年度までに新たな情報化推進計画を策定
するとともに、デジタル・キャンパス推進室（仮称）
を設置し、情報セキュリティ担当部署と連携するこ
とで、CSIRT体制（情報セキュリティ体制）を強化
する。】

①情報化を推進するために、情報化推進体制の整備
が必要不可欠であり、併せてサイバーセキュリティ対
策基本法に基づく情報セキュリティ対策についても強
化する必要があることから、その状況を点検・評価す
るための指標として、「情報化推進体制の整備及び情
報セキュリティ対策の強化」を設定した。
また、情報化推進計画を策定し、情報化を推進するた
めの業務運営体制の整備と情報セキュリティの強化
により、デジタル・キャンパスの推進に向けた取組と
情報セキュリティ対策の強化が図れることから、評価
指標を達成する水準として「令和４年度までに新たな
情報化推進計画を策定するとともに、デジタル・キャン
パス推進室（仮称）を設置し、情報セキュリティ担当部
署と連携することで、CSIRT体制（情報セキュリティ体
制）を強化する。」を設定した。

②業務システム導入による業務の高度化

【令和６年度までに業務の継続性・効率化・労力
の削減につながる新たな業務システムを導入し、
令和７年度からは、導入した業務システムによる
業務の高度化に関する検証・改善を行う。】

②業務の効率化を図り、本学の機能強化に取り組む
ためには、業務システムの導入による業務改善が必
要であることから、その状況を点検・評価するための
指標として、「業務システム導入による業務の高度
化」を設定した。
また、デジタル技術を活用した業務システムによる効
率化のためには、新しいシステムの導入や既存のシ
ステムの改修が必要であることから、評価指標を達成
する水準として、「令和６年度までに業務の継続性・効
率化・労力の削減につながる新たな業務システムを
導入し、令和７年度からは、導入した業務システムに
よる業務の高度化に関する検証・改善を行う。」を設
定した。

③ネットワーク環境の整備

【令和５年度までに、SINETデータセンター間・
キャンパス間40Gbps以上（令和３年度現在
10Gbps）にアクセス回線の高速化を行い、ネット
ワーク環境を強化する。】

③情報化を推進するためには、現在10Gbpsである

SINETのデータセンター間・キャンパス間の回線の
高速化や、現在1Gbpsである各部屋までの回線の高
速化を図るなどのネットワーク環境の強化が必要不
可欠であることから、その状況を点検・評価するため
の指標として、「ネットワーク環境の整備」を設定した。
また、ネットワーク環境の整備により、情報化に関連
する取組が拡充できることから、評価指標を達成する
水準として、「令和５年度までに、SINETデータセン
ター間・キャンパス間40Gbps以上（令和３年度現在
10Gbps）にアクセス回線の高速化を行い、ネットワー
ク環境を強化する。」を設定した。

㉕

（１３）AI・RPA（Robotic
Process Automation）をはじめとし
たデジタル技術の活用や、マイナ
ンバーカードの活用等により、業
務全般の継続性の確保と併せて、
機能を高度化するとともに、事務
システムの効率化や情報セキュリ
ティ確保の観点を含め、必要な業
務運営体制を整備し、デジタル・
キャンパスを推進する。㉕

(13)　情報化推進体制を整備するととも
に、新たに策定する情報化推進計画に沿っ
て、新規システムの導入等による事務の効
率化や情報基盤の整備、情報セキュリティ
教育等を進めることにより、デジタル・
キャンパスを推進する。
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琉球大学 社会連携・地域貢献 
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３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標 
 ４年目終了時評価結果を変えうるような顕著な変化があったと判断する取組は、以下のとおり

である。 

 

小項目

3-1-1 

［７］地域の産学官が保有する多様な資源を活かし、地域を志向した教育研究を推進

する産学官協働の仕組を構築し、地域社会の発展に貢献する人材を育成する。 

 

≪特記事項≫ 

○優れた点 

① 

 

 
○特色ある点 

① 

令和２年度は新型コロナウイルス感染症により、琉大生が自ら「地域」に入り、地域の再

生・活性化やそこでの課題の発見・解決等に取り組む「ちゅらプロ」の実施はできなかっ

たが、これまでの「ちゅらプロ」の活動をまとめたアーカイブを作成した。 

（中期計画3-1-1-1）  

② 

新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年度前学期には公開授業・公開講座が実施で

きなかったが、後学期以降は、オンラインでの開講や感染対策を講じた上での対面開講に

より、公開授業・公開講座を実施した。（中期計画3-1-1-2） 

③ 
令和３年度には、文部科学省より委託された「就職・転職支援のための大学リカレント教

育推進事業」を実施した。（中期計画3-1-1-2） 

④ 

令和２根度は、新型コロナウイルス感染症対策のための離島への渡航制限により、現地で

の活動はできなかったが、伊江中学校と伊江島出身の琉大生とをオンラインでつなぎ、大

学や進路、学習等に関する情報提供や対話を通して、交流を図った。（中期計画3-1-1-2） 

 

○達成できなかった点 

① 
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≪中期計画≫  

中期計画 

3-1-1-1 

 

★  

26】地域の企業や自治体等のニーズに応えた人材を育成するため、地域

志向のプログラムや地域創生科目の拡充を進める。また、COC事業やトビ

タテ留学JAPAN等の地域協働事業の展開を通して、本学が育成する人材の

地元定着化に取り組む。 

中期目標期間終了時 

自己判定 

【２】中期計画を実施して

いる 

４年目終了時 

判定結果 

【２】中期計画を実施して

いる 

 

○2020、2021年度における実績 

実施予定 実施状況 

（A）沖縄県の行政・企業等のニ

ーズに応えたインバウンド対

応人材の育成 

令和２年度は、令和３年度から

の「トビタテ！留学 JAPANプロ

ジェクト（地域人材コース）」自

走を目指して県内企業への寄

附の呼び掛けを行い、引き続

き、県及び県内企業のニ－ズに

応えた人材育成を進めていく。 

 計画通り実施した 

【理由】 

・新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、令和２～

３年度にかけて、学生の派遣は叶わなかったが、令和４年度

に向けて自走化を目指し県内支援企業へ寄附の呼びかけを行

った。 

・令和４年度の自走化に向け、支援企業に新規プログラムの

概要（案）を説明し、意見交換を行った。  

（B）地域に求められる人材を

育成するための地域志向教育

とその成果 

地域志向教育プロジェクトは、

COC 事業終了後も学内での取組

として継続しており、学生が自

ら地域に入り地域の再生・活性

化や課題解決等に取り組む「ち

ゅらプロ」、地域志向教育をよ

り拡充・強化し推進するための

「授業改善取組支援」、若者の

地域への定着を目標とする「正

課外地域実践教育プロジェク

ト」などを学内予算にて実施す

る。 

また、地域協働事業における成

果について、COC+事業として協

定を締結している自治体と連

携して、地域に求められる人材

を育成する取組を継続してい

く。 

 計画通り実施した 

【理由】 

・ＣＯＣ事業終了後も、学長裁量経費である戦略的地域連携

推進経費を活用し、「ちゅらプロ」「正課科目における地域志

向取組」を支援した。 

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症により、学生が地

域に入る「ちゅらプロ」や「正課科目における地域志向取組」

の実施はできなかったが、これまでの「ちゅらプロ」の活動を

まとめたアーカイブを作成した。 

令和３年度は、「ちゅらプロ」は６件、「正課科目における地域

志向取組」は７件のプロジェクトが採択された。 
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（C）高等教育環境のない地域

への知の還元事業 

令和２年度以降も「知のふるさ

と納税事業」（地域人材育成プ

ログラム）の取り組みを継続

し、離島地域への人材育成を継

続する。 

計画通り実施した 

【理由】 

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策のための離

島への渡航制限により、現地での活動はできなかったが、伊

江中学校と伊江島出身の琉大生とをオンラインでつなぎ、大

学や進路、学習等に関する情報提供や対話を通して、交流を

図った。 

なお、令和３年度は３月に実施予定としている。 

（D）学長裁量経費を活用した

地域協働事業の支援 

令和２年度以降も引き続き、学

長裁量経費を活用した支援事

業の検証・見直しを行いなが

ら、新規・継続支援を実施する。

また、自治体や地元企業との連

携による資金確保に努め、学長

裁量経費に拠らない、事業の自

走化に必要となる支援を行う。 

計画通り実施した 

【理由】 

・学長裁量経費を活用し、下記のとおり事業を支援している。 

地域協働プロジェクト推進事業：令和２年度に継続４件を

支援、令和３年度は新規４件を支援 

地域協働萌芽プロジェクト支援：令和２年度は７件、令和３

年度は１件を支援 
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≪中期計画≫  

中期計画 

3-1-1-2 

★ 

◆  

【27】教育研究の成果を踏まえ、サテライトキャンパスを活用した学習

コミュニティづくりを強化し、多様な学習ニーズに基づく学習機会や学

び直しの充実を図り、地域社会を支える人材の質の向上に繋がる取組を

行う。 

中期目標期間終了時 

自己判定 

【３】中期計画を実施し、優

れた実績を上げている 

４年目終了時 

判定結果 

【３】中期計画を実施し、優

れた実績を上げている 

 

○2020、2021年度における実績 

実施予定 実施状況 

（A）地域ニーズに応えた学習

機会の提供 

公開講座等の受講者アンケー

トなどによるニーズの把握に

努め、現在の規模を維持した学

習機会や学び直しの場を提供

し、地域社会を支える人材の質

の向上に繋がる取組を行う。 

また、地域住民への学習機会の

提供を拡充するために、サテラ

イト教育や出前講座・授業等含

め見直しを行い、沖縄本島内だ

けでなく、島嶼地域（石垣島、

久米島、宮古島）にも学習機会

を提供する。 

 計画通り実施した 

【理由】 

・新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年度前学期に

は公開授業・公開講座が実施できなかったが、後学期以降は、

オンラインでの開講や感染対策を講じた上での対面開講によ

り、公開講座等を実施した。また、オンラインでの開講により

島嶼地域からの参加者だけでなく、県外からの受講者を獲得

するなど学習機会の提供を拡充した。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年度には離島

への渡航ができなかったが、令和３年度には竹富町へ出前授

業を実施した。 

（B）リカレント教育の拡充と

小中高校生を対象とした次世

代人材育成の成果 

社会人の学び直し機会の拡充、

生涯教育の推進及び次世代人

材育成等を行うとともに、次世

代人材育成においては、高大接

続も意識したシームレスな教

育の提供を推進する。 

 計画通り実施した 
【理由】 
・新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年度前学期に

は公開授業・公開講座が実施できなかったが、後学期以降は、

オンラインでの開講や感染対策を講じた上での対面開講によ

り、リカレント教育を実施した。 
・令和３年度には、文部科学省より委託された「就職・転職支

援のための大学リカレント教育推進事業」を実施した。 
・令和２年度、３年度も、JST3事業（琉大ハカセ塾、琉大カ

ガク院、琉球リケジョ）を実施した。 
（C）起業家マインドを有する

人材の育成について 

イノベーション創出を促進す

るような起業家マインドを有

する人材を育成・輩出する取

組を実施する。 

 計画通り実施した 
【理由】 
・令和２年度まで、沖縄県委託事業「イノベーション創出人材

育成事業」をアントレプレナーシップラボ沖縄（ESLO）と共

同で実施した。 
・令和３年度は、文部科学省事業の求職・転職者向けのリカレ
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ント教育の中でアントレプレナーシップ教育プログラムを実

施した。 
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小項目

3-1-2 

［８］沖縄の産業活性化及び持続的な自立型経済の実現に向って、学術的基盤に立脚

して地域社会が抱える課題の解決や産業振興に資する取組を推進し、「行動するシン

クタンク」として地域再生・活性化に貢献する。 

 

≪特記事項≫ 

○優れた点 

① 

  

 
○特色ある点 

① 

令和２年に地域連携推進機構及び研究推進機構の枠組みを越えた活動を実施するため「琉

球大学イノベーションイニシアティブ：（URI²）」を設置し、連携体制を構築した。（中期

計画3-1-1-3）  

 

○達成できなかった点 

① 
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≪中期計画≫  

中期計画 

3-1-1-3 

 

◆  

【28】地域産業の振興を担うグローカルな人材を育成するため、地域の

他機関が連携する沖縄産学官協働人財育成円卓会議（県内企業、経済団

体、高等教育機関、沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等）と連携して、地

域づくりのための人材養成プログラム、産学官コーディネータ等の産業

振興を担う高度専門職養成プログラムや地域行政を担う自治体職員能力

強化プログラム等の目的別プログラムを開発して実施する。また、沖縄

産学官協働人財育成円卓会議を活用し、受講者のキャリアアップに繋が

る客観的な地域認証システムを構築する。 

中期目標期間終了時 

自己判定 

【３】中期計画を実施し、優

れた実績を上げている 

４年目終了時 

判定結果 

【３】中期計画を実施し、優

れた実績を上げている 

 

○2020、2021年度における実績 

実施予定 実施状況 

（A）沖縄産学官協働人財育成

円卓会議と連携した目的別人

材育成プログラムの開発・実施 

令和２年度、令和３年度におい

ても、沖縄産学官協働人財育成

円卓会議と連携し目的別人材

育成プログラムの開発・拡充を

進める。 

特に、「地域・政策人材育成」の

分野では、一般財団法人地域公

共人材開発機構による新設科

目の追加認証を受けることで、

「初級地域公共政策士」資格認

証制度の充実を図り、継続的に

資格者を輩出する。また、「地域

公共政策士」（大学院修士クラ

ス）資格制度の開設に向け、大

学院教育プログラムの開発及

び認証制度の拡充に向けた取

組を推進する。 

さらに、「沖縄地域公共政策研

究会」の人材を、中期計画３－

１－２－１に係る「地域共創人

材バンク」に登録し、人材の育

成と循環を強化するとともに、

行政・民間の社会人のキャリア

アップに地域公共政策士資格

プログラムを積極的に活用し

 計画通り実施した 
【理由】 
・令和２年度に、初級地域公共政策士の認証プログラムに新

たに２つの科目が追加された。 

・令和２年度、３年度ともに初級地域公共政策士の認証プロ

グラムを実施し、初級地域公共政策士を輩出した。 

・沖縄県地域振興協会を通じ、県内市町村職員のキャリアア

ップに初級地域公共政策士資格プログラムが活用されるよう

周知を実施した。 

・地域共創研究科が開設する地域公共政策士の認証制度の拡

充について予算面で支援した。  
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てもらうなど、地域の人材育成

を推進する。 
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≪中期計画≫  

中期計画 

3-1-2-1 

 

  

【29】「行動するシンクタンク」として地域コーディネータ機能を強化す

るため、地域連携推進機構に交流人材センター（仮称）を設置し、企業

経営や行政運営の改善に関する専門人材を配置するとともに、企業や自

治体等との連携体制を構築する。 

中期目標期間終了時 

自己判定 

【２】中期計画を実施して

いる 

４年目終了時 

判定結果 

【２】中期計画を実施して

いる 

 

○2020、2021年度における実績 

実施予定 実施状況 

（A）「地域共創人材バンク」の

立ち上げと人材登録の推進 

令和２年度以降から学内外に

おけるさまざまな専門人材を

取り込むことのできる登録制

の「地域共創人材バンク」の運

用を目指している。 

企業や自治体等のニーズに対

応できる人材をあらかじめ本

バンクに登録しておくことで、

地域課題の解決や産学・地域振

興に資する活動について、学内

外の研究者や自治体・企業等の

人材を可視化し、さまざまな人

材の協働を推進する。 

また、中期計画３－１－１－３

で述べた「初級地域公共政策

士」や高度専門職など、目的別

に育成した人材を本バンクに

登録することで、これらの分野

での人材の育成と活用の循環

を加速させることも目指して

いる。 

 計画通り実施した。 

【理由】 

・令和２年度に組織改革を行い、地域連携推進機構内に地域

共創人材バンクを設置した。 

・これまで、地域共創人材バンクに以下の4つのテーマを登録

した。 

 ①地域公共政策士ネットワーク「沖縄地域公共政策研究会」 

 ②首里城再興学術ネットワーク 

 ③科学教育（STEAM教育）研究センター（仮称）設置プロジ

ェクト 

 ④ポストコロナ社会実現研究プロジェクト 

（B）企業や自治体等との連携

体制の構築 

令和２年度以降も地域連携推

進機構及び研究推進機構によ

る企業や自治体等とさまざま

な連携体制の構築に取り組み、

学内外の人材を本バンクに登

録していく。 

 計画通り実施した。 

【理由】 

令和２年に地域連携推進機構及び研究推進機構の枠組みを

越えた活動を実現するため「琉球大学イノベーションイニシ

アティブ：（URI²）」を設置し、連携体制を構築した。 

また、本人材バンクへの登録も前述の４件となっている。  
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（C）「行動するシンクタンク」

としての実践 

令和２年度以降も企業や自治

体等との連携体制の強化を図

り地域が抱える課題の解決及

び産業振興に資する取組を推

進し、「行動するシンクタンク」

として地域再生・活性化に取

り組む。 

 計画通り実施した。 

【理由】 

令和２年度以降も企業や自治体等との連携体制の強化を図っ

た。その成果として、以下の企業等と包括連携協定を締結し

た。 

・沖縄セルラー電話株式会社及びＫＤＤＩ株式会社 

・沖縄気象台 

・沖縄県地域振興協会（令和４年１月１４日締結予定） 
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令 和 ４ 年 １ 月 １ ４ 日 

国 立 大 学 法 人 琉 球 大 学 

公益社団法人沖縄県地域振興協会 

琉球大学及び沖縄県地域振興協会との包括的連携協定に基づく実施事項について 

第１ 趣旨 

国立大学法人琉球大学（以下「甲」という。）と公益社団法人沖縄県地域振興協会（以下「乙」

という。）との包括的連携に関する協定（以下「連携協定」という。）に基づき、連携協定第２条

に規定する事項として、次に掲げる事項について、相互に連携・協力の上で実行可能なもの

から適宜、積極的な実施を図ることとする。 

第２ 短期的に実行又は検討を行う事項 

(1) 乙は、自ら運営するホームページ（以下「HP」という。）や各事業説明会等の適切な機会を

通じて、甲が行う地域課題解決や政策形成を担う人材育成プログラム「初級地域公共政策

士」（以下「初級政策士」という。）の社会人向け募集やその他の人材育成に関連する講座・

イベント等についての広報・情報発信に協力する。

(2) 乙は、主に自らの助成事業を担当する職員に対して初級政策士の資格取得を奨励する

ために必要な措置を講ずることとし、職員が当該資格を取得した場合には、有資格者である

旨、HP や当該職員の名刺への記載等を通じて、市町村や関係団体への当該資格制度の

周知及び理解・促進を図ることとする。 

(3) 前項で掲げた事項に関連し、市町村等の職員（特に離島や過疎地域を中心）において、

初級政策士等の資格取得に向けた支援ニーズが見込める場合には、甲及び乙は、効果的

な支援等の在り方について協議の上、必要な対応等の実施を図る。 

(4) 甲は、「琉球大学イノベーションイニシアティブ」の地域公共政策士ネットワークであり、

初級政策士と専門家等で構成する「沖縄地域公共政策研究会」（以下「研究会」という。）の

地域での積極的な活用を図る一環として、乙が実施する地域活性化に関する助成事業（以

下「助成事業」という。）との連携を推進することとし、乙は、助成事業における地域づくり団体

の企画・立案・運営に係る助言等の支援において、研究会の活用を図ることとする。 

(5) 前項で掲げた事項に関連し、甲の初級政策士プログラムの受講生又は研究会自体が、

地域課題の解決に資する事業を企画し、応募する場合には、乙は、自らの助成事業の審査

会において公平・客観的に審査・評価し、適切なフィードバックを行う等の機会の提供を図る。 

審議３
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第３ 中期的に実行又は検討を行う事項 

(1) 第２(1)及び(2)で掲げた事項に関連し、地域づくり団体等において、初級政策士等の資格

取得に向けた支援ニーズが見込める場合には、甲及び乙は、効果的な支援等の在り方につ

いて協議の上、予算的措置を含めた必要な対応や事業等の実施を検討する。 

(2) 前項で掲げた事項に関連し、乙は、自らの助成事業において助成した地域づくり団体等

の中で、優れた取り組みを行っている者に対しては、初級政策士の受講に必要な支援制度

等の新設を検討し、甲及び乙の連携を通して、地域づくりを担う人材の育成を図ることとする。 

(3) 乙は、自らの組織体制の強化と市町村との連携強化を図る方策の一環として、市町村職

員の出向受入を検討する場合において、甲の初級政策士プログラム等を活用した研修を通

じ、地域振興を担う公共的な人材の育成制度（以下「人材育成制度」という。）の導入を図る

ものとする。 

(4) 前項で掲げた事項に関連し、甲及び乙は、地域課題の解決を図るための効果的な人材

育成制度等の在り方について協議の上、必要な事業等の実施を検討することとする。 

  なお、甲が、より実践的かつ専門性の高い公共政策に関する人材育成プログラム「地域公

共政策士」（以下「地域公共政策士」という。）の開発を行った場合には、甲及び乙は、地域

公共政策士と前項の人材育成制度との連携方法等について協議の上、双方にとってより有

益な制度となるよう努めることとする。 

(5) 甲及び乙は、初級政策士や地域公共政策士、研究会等を活用した取り組みにおいて、

一定の成果が出た場合には、甲の人材育成プログラム等のモデル事例（教材）としての活用

や、乙の課題解決型事業等への活用を図る等、発展的な取り組みとなるよう努めることとする。 

(6) 甲及び乙は、地域の発展・活性化等に関する調査研究フィールドの発掘や、その研究成

果を反映した新たな事業化を図る等、双方の課題・ニーズに沿った連携の内容及び方法等

について適宜協議の上、必要な取り組みを行うこととする。 

（了） 
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国立大学法人琉球大学と公益社団法人沖縄県地域振興協会 

との包括的連携に関する協定書 

国立大学法人琉球大学（以下「甲」という。）と公益社団法人沖縄県地域振興協会（以下

「乙」という。）は、地域社会への一層の貢献に資するため、以下のとおり包括的連携に関

する協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙の連携・協力の下、双方が有する資源の効果的な活用を図り、

活力ある個性豊かな地域社会の形成・発展と人材育成に寄与することを目的とする。 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について連携・協力を図るもの

とする。なお実施時期、実施方法その他具体的な内容については甲乙が協議の上、別途定

める。 

(1) 地域社会の発展・活性化に関すること

(2) 文化の振興に関すること

(3) 人材育成に関すること

(4) その他、目的を達成するために必要な事項

（守秘義務） 

第３条 甲及び乙は、第２条に定める連携事項等の検討及び実施により知り得た相手方の秘

密情報を、相手方の事前の書面による承認を得ずに第三者に開示・漏えいしてはならない。 

２ 甲及び乙は、本協定が理由の如何を問わず終了した後も、前項に定める秘密保持の責務

を負うものとする。 

（有効期間） 

第４条 本協定は、協定締結の日から発行し、有効期間は３年間とする。ただし、その間の

連携・協力内容の評価を行い、甲乙双方の合意により更新することができる。 

（協定の解除） 

第５条 甲及び乙は、協議の上、本協定を解除することができる。 
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(協議) 

第６条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関し疑義等が生じた場合は、甲

乙協議の上、決定するものとする。 

 

 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名・押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 

 

 

 

令和４年１月１４日 

甲 沖縄県中頭郡西原町字千原 1番地 

         国立大学法人琉球大学 

 

                    学長               

 

乙 沖縄県那覇市旭町 116 番地 37 

公益社団法人沖縄県地域振興協会 

 

会長              
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